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わが国の綿糸紡績資本(以下綿糸紡績は単に紡績という〉は1890年代において確立したとい
われている。
この紡績資本の確立過程は， 日清・日露戦争期 (27年'"'-'38年) (1894"-'1905) でもあったが，
この期間における紡績企業はどのような経営活動を行っていたのであろうか。
本稿はこの個別紡績企業の経営活動を分析するための一環として， 35年当時資本金と生産設
備においてわが国紡績企業中いず、れも最大で、あった鐘淵紡績株式会経〉(以下鐘紡という〉の労
務管理活動をとりあげ，その実態を概観しこれに基づきその特徴を明らかにすることを目的と
している。
本稿の構成はつぎのようである。まずこの時期における紡績業における職工移動についての
考えを，紡績企業の団体である大日本綿糸紡績同業聯合会(以下同業聯合会という〉の動向か
ら窺ってみる。ついでその時期の紡績企業での職工対策の状況についても概観する。その後鐘
紡が実施した労務管理の具体的方策を概観し検討していく。そして最後にこの労務管理策の検
討に基づいて鐘紡の労務管理の特徴を明らかにしていきたい。
なお，本稿では年次は引用等のほかは原則として元号(明治〉によるが，記述では元号の明
治は省略した。
また鐘紡では工場従業員を呼称する場合当時工男，工女および職工を用いているが，本稿で
はそれぞれ男工，女工とし両者を指す場合には職工とする。
(1 ) 高村直助『日本紡績業史序説下』塙書房，昭和46年， 38'"'-'40ページ。
(2) r大日本紡績聯合会々員一覧表」大日本紡績聯合会， 36年 5 月現在。なお，紡績業では生産規模は
精紡機の総錘数で表現されることが多い。
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11 綿糸紡績業の職工移動・職工対策
紡績業において職工が企業聞を移動するいわゆる職工移動は，紡績企業にとって頭の痛い問
題であった。すなわち，労働者にとって彼らが企業聞を移動することは当然のことであるが，
企業にとっては労働者の移動は，勤続することにより熟練していくという点からみてその組害
要因であり当然避けTこいことであった。
それでは当時の紡績業においては，この職工移動とくにその原因についてはどのように考え
られていたのであるうか。
当時，開業聯合会では政府が検討していた職工条例制定への動きに対して「時期尚早きを以
て中止せられたし」との考えをもっていた。そのため同会では30年当時の紡績企業での職工事
情を調査・編集し『紡績職工事情調査概要書』として31年に刊行し，紡績業においては法律と
しての職工条例が必要でないことをアピールした。
それではこれにより開業聯合会での職工移動についての考えを検討していこう。なお( ) 
内は同書の頁数を示す。
さて，同書によれば職工は「巨額ノ費用ヲ投ジ多数ノ時日ヲ費シ煩雑ナル手段ヲ以テJ (1 
頁)募集するが，彼らは「数十里若グハ数百里ノ遠地ヨリ来リテ斯業ニ従事スルハ必寛賃金ヲ
得ルヲ以テ唯一ノ目的トナセルニ梢々其土地ニ慣レ漸ク業務ニ熟達セシトスル時ニ当リ他ヨリ
甘言以テ之ヲ誘導スル者アレパ乃チ之ニ従ヒテ其業ヲ転ズル寸多シ文巳ムヲ得ザル事故ニ因リ
一時帰国シタル時ハ多数ノ日子ヲ経過セザレパ再ピ来ラザル等ノコトアリ市シテ近傍ニ於テ募
集シタル職工ハ軽々シク転業スルノ悪弊梢々少キモ冠婚葬祭等種々ノ事故ニ因リテ操業ヲ欠グ
コト頻々ナリ J (1"-'2 頁〉と述べ，職工は賃金のみを目的とするため賃金次第で移動し，自
分の勝手で欠勤するとする。そしてこれら職工は入社後短期間に退社し移動することをつぎの
様に述べている。すなわち職工としての「応募者ノ去就ハ其人其土地其時期ノ関係ニ由リ其撰
ヲーニセズト雄モ兎ユ角就業後数月以内ニシテ去ル者甚ダ多キヲ見ルJ (15頁)，職工ハ「殆ド
契約年限ヲ無視シ敢テ之ヲ格守履行スルノ観念事モ之レナキヲ以テ契約年限ニ拘ハラズ朝ニ来
P タニ去リ去就常ナキナリ J (16頁〉。このような職工移動の原因として同書ではつぎのように
考えていた。いまこれを要約すると①職工は放縦自洛な生活をしてきたため工場での規律にな
じめず帰国の念を懐く。②熱線しないため賃金が増加せず他の仕事に移る。③悪質な紹介入に
踊され入社したため以前の会社に戻される。④帰省したまま戻ってこない。⑤一時的に入社す
るがすぐに帰省する。⑥他の職工と折り合いが悪く退社する。(15"-'16 頁〉これらの原因はい
ずれも職工側のものであり，移動は職工自身の問題としていた。この結果の当否は別として紡
績企業や同業聯合会の当時の認識といえよう。
(3) Ii'同業聯合会報告』第61号， 30年10月， 1 ページ。
(4) 農商務省『綿糸紡績職工事情』同省， 36年によれば職工移動の大きな原因の一つは深夜業だと Lノ
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このように同業聯合会では職工移動は職工自身の問題としていたが，このような考えは以前
からのものと思われる。
すなわちこのような職工自身の勝手による移動を防止する方法として，同業聯合会では職工
が雇用企業との雇用契約期間中であれば，移動しでも元の雇用企業に戻されることとした。そ
してこれを同業聯合会の規約の内に含めていたのである。
それではこれが規約化された経緯について概観してみよう。
ある企業との雇用契約中であれば，職工は移動したとしても元の企業に戻され，新しく入社
できる企業はないという状況を創り出したのは， 25年 7 月に在阪 9紡績企業が紡績職工雇入に
関して同盟契約した摂泉紡績業同業規約である。
これによれば「各同盟者ハ他ノ同盟者カ現ニ雇ヒ居リ又ハ雇居タノレ職工ヲ最終雇主ノ許諾ヲ
経ス、ンテ使傭スルヲ得ス」とあり，現在だけでなく以前に雇用されていた職工までもが移動禁
止の対象であった。
その後この規約は同業聯合会において「独リ之ヲ九紡績ノミニテ行ハンヨリ寧ロ全国開業者
全般ニ行フトキハ尚効力ノ現著ナル者アラント思考装うとて同業聯合会規約の付則となった。
更に26年 4 月にいたりこの付則は「我々同業者ガ職工ヲ使役スノレ上ニ就テモ随分苛酷ナ寸ヲ
ヤルトカ或ハ夫レガ為ニ職工条例ノ制裁デモ受ケノレト云フヤウナ口気ヲ出ス人ガ世間ニ往々見
ヱル様ニ思ヒマス実ニ吾々ガ顧ミテ今日ノ各社各工場ノ職工規則ヲ見ノレユ皆大同小異ナモノデ
アジマシテ苛酷ドコロデハナイ(略〉親子ノ情ガ有ル位井ナ模様ガゴサイマス(略〉何モ恥シ
イ事ハナイカラ世間へ公ケニスルト云フ必要ガアル」として職工取扱準則とされた。そして
「左ノ職工ハ同盟者ニ於テ傭入ル、ヲ得ス」としてその左ノ職工のうちの 1 っとして「現ニ他
ノ同盟者ノ傭使約定年期内ニシテ執業最終ヨリ未タ一ヶ年ヲ経過セザル者」があった。
そしてこの準則に基づいての実際の運用は，同じ時期に同業聯合会の有志により設立された
中央綿糸紡績業同盟会〈以下同盟会という〉により執行された。
今この同盟会の規約を見ると「同盟者は最終雇主の許諾を経ずして他の同盟者の傭使約定期
限内にして最終就業の日より未だ一箇年を経過せざる職工(略〉を傭使するを得ざる事」とあ
った。
その後29年 8 月に同業聯合会規約が改正され「左ノ職工ハ最終傭主ノ許諾ヲ得ノレニアラサレ
ハ之ヲ傭使スル寸ヲ得ス 〈ー〉現ニ他ノ会員ノ傭使約定期限内ニシテ執業最終日ヨリ満壱ヶ
年ヲ経過セザルモノ」となった。
\ている (47頁〉。
(5) 同業聯合会編刊『紡織月報』第 7 号， 25年 7 月， 37........39ページ。
(6) 同業聯合会編刊『第五回定期聯合会議事録~ 25年 8 月， 77........78ページ。
(7) 同業聯合会編刊『第六固定期聯合会議事録~ 26年 4 月， 12........13ページ。
(8) W大阪朝日新聞~ 26年 4 月 26 日。
(9) 同業聯合会編刊『決議要領~ 29年 8 月， 12ベータ。
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そしてこの職工移動を禁止する規約は変わることなく 35年10月 27 日まで、続いたのである。
以上見てきたように，同業聯合会では親子のような情がある各社の規約にもかかわらず行わ
れる職工移動について原則としては同業者間で規約化することにより移動しても互に受け入れ
ないことを協定し，それを互に実行し合うことで職工移動を防止してきたといえよう。
なお，同業聯合会においては前述のように各会社各工場の職工規則が親子の情があると自負
しているが，もしそれが26年 4 月に各社の総意、で、制定された職工取扱準則を指しているとして
も，これには特別な条項はなくとくに労務管理策や職工対策といったものはみられず，職工に
とってはごく普通の取扱われ方について述べていると思われる。
一方個別企業においては労務管理策としての職工対策が実施されていたので、これを指すのか
もしれない。それゆえ，これらについては前述の『紡績職工事情調査概要書』からみてみよ
う。
①職工の健康のためと不健康による労働力の減少を防止するための衛生設備としての病室。
②工場内外の清掃，工場内の換気，採光，採涼，採暖，職工被服。③寄宿舎内の清掃，換気，
防火設備。@職工教育。④職工の生計補助(寄宿職工の食費補助，社宅居住職工の低家賃，医
薬の割引，通勤職工への飯米廉価販売〉。⑤職工の死亡時の葬祭費，遺族扶助料や香料の支給。
⑥職工の将来の貨殖のための貯金。⑦各種賞与制度(皆勤賞，満期賞すなわち雇用契約期間勤
続，製額賞すなわち佳良且つ予定製額を達成等〉。以上である。
11 鐘紡における労務管理
鐘紡の経営史を研究する場合33年 2 月という時期は重要で、ある。なぜならこの月を境として
同社の経営組織は大きく変化したので、ある。この組織の変化はとはつぎのようなものである。
22年に紡績業に進出した鐘紡は当初東京に工場を有していたが， 29年に神戸に兵庫工場を建
設してから東京を本店としそれ以外を支店とした。そのため33年 1 月には東京本店，兵庫支店
およびその他の支店から構成されていた。
しかし33年 2 月にいたり「東京本店ハ是迄独立ニシテ操業ノ規定ハ勿論原綿ノ買入綿糸ノ販
売其他一切経済ヲ区別シ来リタル処本年二月以来関西各店同様営業部ノ下ニ統轄スル事ニ決セ
ラレタ」のである。このことは又これまでの東京本店支配人が辞任し兵庫支店支配人である武
藤山治が唯一の支配人となったことでもあった。
このように33年 2 月は組織だけでなく，経営者の構成においても変化したので、ある。
(10) 同業聯合会のこのような動きに対して鐘紡が常に反対の立場にあり，また29年の鐘紡と同盟会の職
工紛争の結果，移動した職工も解決金を支払うことで良くなったことは一歩前進といえよう。拙稿
「明治29年兵庫支店開設期における鐘淵紡績株式会社の経営についてJ (神戸大学『経済経営研究年報』
41号， 1991年) 71........95ベージを参照。
(11) Ir鐘紛営業成蹟報告書.ß 33年上半期。
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1. 33年以前の労務管理
この時期の労務管理としての職工対策については東京本店とそれ以外の支店とくに兵庫支店
と区別して概観していこう。
(1) 東京本店
鐘紡は前述のように22年 4 月に紡績業に進出したが23年上半期の『半季実際報告』によれば
「職工ノ未熟ハ(略〉養成スル外ナキヲ以テ一意専心奨励法ヲ設ケ務メテ熟練ヲ促カシ」とあ
った。しかしここでいわれている奨励法とはどのようなものか不明である。
その後の25年頃の同社の職工対策について『東京日日新聞~ (25年 2 月 4 日 ""5 日〉はつぎ
のように伝えている。
まず職工奨励法としては皆勤賞( 1 ヶ月， 3 ヶ月， 6 ヶ月〉と勤続賞(満 3 ヶ年，満 5 ヶ年，
満 7 ヶ年，満10ヶ年〉があり，臨時賞与としては「業務上超衆勉励者，指揮誘導宜しきを得る
者，凡て天災の際超衆力尽したる者，機敏にして品行端正後進の模範たる者や業務上新たに便
益を発明したる者」に対してなされるものがあった。この他綿袋の紐の糸を変えて「其色に依
りて一見他人をして勉励の功を知らし」めた。また貯金制度を設け職工の勤続を図った。 26年
9 月には全職工を二班に分け賞金を懸け競争させたところ非常な競争となり所期の目的が達せ
られなくなり中止したと『東京日日新聞~ (26年 9 月 28 日〉は報じている。
また『鐘紡東京本店史稿本~ (編者，発行所，刊行年とも不明〉によれば，病人の「取扱
いは懇切を旨とし， (略〉医師業務に堪へざるものと診断するときは，直ちに病室に移し加養
せしむ，而して患者に要する費用は総て会社の負担なり J (157頁う。また職工教育としては
「女工の為め食堂の傍らに一室を別ち左之科目を教へ(略)修身読書習字数学作文
裁縫家事経済唱歌各一週に二時間乃至四時間を以て教授し，一年より三年に分ち，優
等なるものには伍長部長の名儀を与へ，他工の取締りとなす，故に職工勤勉努力する事他に見
ざる所なり J (157""158頁〉。
34年には，社宅を建設したと前述の『綿糸紡績職工事情』は伝えている(186頁)。
2 兵庫支店
兵庫支店の職工対策としては32年 4 月 17 日付支配人回章は「工場作業の成績を良好ならしめ
んが為には百方考究に考究を重ね或は種々の奨励策を遂行し」とあるが，この奨励策について
も不明である。
以上本支店統合前の鐘紡の職工対策をみてきたが，前述したような紡績業における一般的な
ものであり「とくにみるべきものはなかった」といえよう。
(12) 鐘紡編刊『五拾年史草稿』刊行年および頁付なし。
(13) 田中三樹「経営家族主義J (関西学院大学『商学研究』第10号，昭和55年) 68ページ。
紡績業の労務管理史としては間 宏『日本労務管理史研究』御茶の水書房， 1978年や岡本幸雄『明
治期紡績労働関係史』九州大学出版会， 1993年，があり大いに参考にさせていただいた。
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2. 33年 2 月以後の労務管理
表 l は33年 2 月以後とくに35年から38年にかけて判明した主要な労務管理策についてまとめ
たものである。以下この表の順序に従って概観していこう。なお以下で使用する資料はことわ
らない限り全て『回章J (支配人からの通達文書，鐘紡所蔵)である。
(1) 幼児保育料補助
36年 5 月 1 日付回章によれば幼児保育料補助の目的は「熟練工女ヲシテ永ク勤続セシムルニ
アリテ熟練ノ価ハ甚ダ高キモノナルガ故ニ小生ノ、幼児保育料ヲ補給スルハ有効ナリト信」じる
と述べている。この補助を行う動機について36年 3 月 26日付の兵庫支店工場長よりの報告によ
れば「昨三十五年夏季ニ際シ特ニ初紡科ニ於テ熟練工女ニ欠乏ヲ来シ操業上大ニ支障ヲ醸シ市
カモ此工女ノ多数ハ概ネ帯児者ニシテ家計上乳児ヲ他ニ托シテマデ出勤シ能ハザ、ル事実ヲ認メ
特ニ支配人ノ厚キ情ケニ依リ芳彼我便益上幼児ニ対シ補給ノ義創定サレタ」のであった。この
補助を受けている人は36年 2 月で 105 人あり， 35年 8 月からの延人数は 738 人であった。補助
表 1 主要労務管理策
番号!回章通達年月| 項 目 目 的
1 '35年 8 月|幼児保育料補助 (熟練〉
12 ，別途預り金規定制定(久留米支店〉 (勤続〉
12 ，白米販売規定制定〈久留米支店〉 (家計補助〉
上半期|衛生基金創設 (勤続〉
4 |ハンク紹過不足防止にともなう賞罰規定制定(中島支店) , (賞罰〉
6 |注意箱設置 (意思疎通〕
6 |女工勤続加給(中島支店) (勤続〉
6 |優勝旗創設 〈競争〉
6 , r兵庫の汽笛J を発行 (意思疎通〉
7 |昼夜食事時間30分問機械の運転停止を制度化
7 |購買組合設立(兵庫支店〉 , (夫婦共稼・家計補助) I 
9 |幼児保育舎開設(兵庫支店〉 (夫婦共稼・熟練〉
9 |男工採用規定制定〈兵庫支店〉 (勤続〉
4 !共済組合設立の計画発表 (勤続〉
9 |特選職工制度内規制定(熊本支店〉 (熟練〉
2 |職工の幸福増進係設置 (全般〉
2 |幼稚舎設置(兵庫支店〉 (勤続〉
5 |職工学校開校(営業部〉 (熟練〉
〔出典〕 回章による
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金は 1 カ月に付男児 2 円50銭，女児 2 円であり，硫綿，初紡，精紡と仕上の 4 科に所属する人
に限られていた。また妊娠・育児のため退社した人で、この補助により再入社した人が26名おり
今後50名位が再入社を願出るものと 35年 8 月 11 日付回章は予想している。
(2) 別途預り金規定制定(久留米支店〉
この目的は35年12月 10 日付回章によれば「使用人及工男女ヲシテ乱費ヲ省キ勤倹貯蓄ノ美風
ヲ養成セシメンガタメ J であった。
預け入れ金額は 1 回50銭以上，利息は年10%，会社に預け入れ，引出しは出来るだけしない
が，引き出す時は寄宿工は寄宿舎係の，又通勤工は上席男工の認印が必要で、あった。
(3) 白米販売規定制定(久留米支店〉
目的は35年12月 10日付回章によれば「通勤職工ノ便宜ヲ謀リ米券ヲ発行シ白米ヲ販売ス」る
ことであった。白米の交付高は未払賃金の残高内であり 1 回 1 人 1 斗限りで、あった。
(4) 衛生基金創設
同業聯合会月報第119号 (35年 8 月〉によれば35年上半期にこの職工衛生基金が創設されそ
の運用規則が制定された。この基金は「職工の生活を愉快にし間接に労働力を増進する」こと
が目的で、あった。この基金は利益金より株主総会の承認により充当された。
この基金の運用は各支店工場長が承認した 5 名の衛生委員(職工係，工務係，職工)によっ
て行われ支配人，取締役会の承認により実行される。
なお鐘紡東京本店ではこの衛生基金が創設される前年の34年 7 月に肺結核者が発生し蔓延の
恐れがあるとして警視庁より工場の衛生状況についての視察を受けていたが，このことがこの
衛生基金創設につながったと思われる。
(5) ハンク紹過不足防止にともなう賞罰規定制定(中島支店〉
過剰及不足ハンク(綿糸生産の 1 単位〉紹生産を防止するために規定されたもので36年 4 月
29 日に回章されたものである。過剰及不足ハンク紹を作った者からは罰金を，又過剰及不足ハ
ンク総を発見した者には罰金の半額の賞金を出した。
なお武藤は「元来吾国人ガ規則ニ重キヲ置クコト其度ニ過ギ規則サェ搭へレパ其幣害ヲ防ギ
得ル如キ感念ヲ有シ各人ノ注意之ニ伴ハズ規則益々多クシテ幣害益々増加スルノ欠点ヲ認ムル
モノナレドモ兎ニ角参考ノタメ回章ニ及」ぶと述べ，規則偏重を非常に嫌っていた。
(6) 注意箱設置
36年 6 月 8 日付回章によれば注意箱を設置するようになった理由として「頃日米国ノ或製造
所ニテ頭取ガ実行、ン成功セル面白キ記事雑誌ニ掲載アリ朝吹専務取締役ヨリ御送付ヲ受ケタレ
パ(略〉各店工場長諸氏ニ示シ工場ヲ管理スルニハ職工ニ対スル取扱方ガ如何ニ関係アルヤヲ
示サン 不取敢其中直チニ実行シタキ事柄有之是ハ曽テ吾社ニテモ試ミタル寸アルガ其無記名
ナクシト報酬ヲ与ヘザリシトノ相違ヨリ其効ナカリシモ今回ハ之ヲ改メ使用人職工ガ注意セ γ
(14) W読売新聞11 34年 7 月 31 日。
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トスル事柄ノ、必ズ記名ト、ン之ニ対シ有益ナノレ事柄ニ、ンテ採用セノレモノハ其注意ノ価ニ依リ相当
ノ報酬ヲ与フル寸トシ試ミニ実行セント決セリ」と述べている。
ここでいわれている以前試みたものとはどのようなものか判明しない。また使用人や職工が
注意する事柄とは会社の業務上会社の利益となるものであり，この注意つまり投書は記名とし，
賞金としては 1 円'"'-'50円の範囲であった。そしてこの投書を入れる箱を注意、箱と名づけ工場長
が開箱の上採否を決めることにした。また武藤宛の投書も可で、あった。そして全ての投書は武
藤の目を通すことになっていた。武藤は又このような試みは外国でも経営上効果があるのだか
ら必ず日本の職工に対しでも効果があるとも述べている。
(7) 女工勤続加給(中島支店〉
36年 6 月 12日付回章によれば勤続加給とは「満期後勤続スル女工ニ手当金給与」することで
ある。この目的は「熟練ヲ積ミタル良女工ヲ引留ムル方法ノートシテ適当」なものであった。
この時武藤は中島支店ヘ内規を提示しているがこれによると 3 カ年の契約期間後更に 2 カ年の
勤続契約をする入には当人の技偏により月額30銭'"'-'1 円の範囲で手当金を支給するとなってい
た。なお 5 カ年間勤続後もう 2 カ年間勤続する人には月額50銭'"'-'2 円の範囲で手当金を支給す
るというものであった。
この制度はその後兵庫，熊本および博多の各支店でも実施された。
(8) 優勝旗創設
36年 6 月 12日付回章によれば「吾社各工場一般ノ職工ヲシテ職務ニ熱心注意セシムル壱法ト
シテ人ノ競争心ヲ利用セント考へ付キタリ然シテ従来奨励ノ方法ハ種々ニ執行セノレモ(略)皆
失敗ニ終レリ(略〉其原因ハ多クハ直接的ノ方法ナリシガタメト愚考セリ(略)出来高ヲ目安
トスレパ彼等ハ粗製ヲモ顧ミズ此目的ニ向ッテ狂奔シ会社ニ大ナル損害ヲ蒙ラシムルモ顧ミザ
ルナリ故ニ小生ハ今回ハ全ク間接ノ方法ニ依γ テ之ヲ試ミ其効果ノ有無ヲ試ミントシ葱ニ優勝
旗ヲ製シ左ノ規定ニ依リ各店間ニ競争セシメ吾社工場成績ヲ進渉セシムルノー助トナサント
ス」と述べている。
競争する各工場とは関西各工場，東京・三池・博多・熊本の各工場，久留米・中津の両工場
の三グループであった。そして規定としては関西各工場間では 3 カ月毎の需要者からの苦情数
とこの間の生産額との比率によって，又その他のグ、ループでは毎月抜き取り検査により，評価
基準に対照して優劣を決定することとした。しかし工場全体がやはり成績を無視して良い製品
を生産することに熱中することとなり工場の成績が不良となった。また審査上比較対照が非常
に困難であった。以上の理由により 11月 28日付回章により廃止と通達した。
(9) I兵庫の汽笛」を発行
「兵庫の汽笛J は36年 6 月 30日に第 1 号が発行された。これが発行された目的はその第 1 号
に掲載された工場長による発刊の辞から知ることができる。すなわち「兵庫工場は(略〉有ら
ゆる点に於て模範工場の実を明らかにしたい。(略〉斯る希望を有する。(略)更に一個の希
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望あり(略〉労働問題の解決を試みん事是である。(略〉此に従事する三千余人の諸君と共に，
資本と労力とは利害を異にするものにあらず，其の消長の一致するものとの実例を示さんと思
ふ。諸君と共に其研究と其施設とに尽したきは此事で、ある。(略〉其の研鍵考究の資として此
に「兵庫の汽笛J を発刊するものである。」これによって発刊の目的を知ることができょう。
さてこの「兵庫の汽笛」は第 3 号まで発刊されたが， 36年 7 月 25日から「鐘紡の汽笛」と改
題された。この改題の理由について武藤は「各工場開の総ての消息を相互に知悉し長短相補ひ
善悪相警し以て他山の石ともなし前車の覆轍ともなし上工場長より下ーの職工に至るまで此に
よりて会社全体の出来事を知らしめ且其意志をして疏通せしむるに在り J と述べている。
さてこの「鐘紡の汽笛」は主として男工に読まれたが，女工には余りなじまなかったので、36
年12月 23 日付回章で女工向けに「絵入新聞」を37年 1 月 15 日に第 1 号を発行するとした。
(10) 昼夜食事時間30分問機械の運転停止を制度化
36年 7 月 6 日付回章によれば「昼夜食事時間30分間運転停止ハ頃日来兵庫支店ニテ試験中ノ
処小生ハ今般工場経済上必要ト認メ之ヲ断行スルコトニ決定致候就テハ先ヅ関西各工場ニ実行
致度候間至急御着手相成度候」と通達している。これは昼夜共11時30分から30分問機械の運転
を停止する。この間全職工は悉く食堂で食事をする。そして機械が停止している聞に工務の各
主任以下各工務係は運転中では出来ない保守点検注油を行うこととされた。
なお，この機械の30分間の運転停止についての必要性について，上述の回章を補足するもの
としては，鐘紡が 7 月 8 日， 9 日， 11 日と行った新聞広告があり，これからより詳しく知るこ
とができる。これは当時開催中の第 5 囲内国勧業博覧会にて同社の製糸が名誉金牌を授賞した
のを記念して，この昼夜食事時間30分間運転停止を行う旨広告したものである。この中で行う
理由について「食事時間と睡も運転を休止せず工女は僅かに交代食事を為すのみにて事も休息
の余裕なし之が為め職工の衛生を害するは勿論此交代食事時間中は人手少なきため最も粗製乱
造に流れる時なり是れ弊社が今回断然職工の衛生の為めーは此聞に起る製品の欠点を根絶せん
が為め」であるとしている。
回購買組合設立(兵庫支店)
36年 7 月 28日付回章によれば「兵庫支店ニテハ購買組合ヲ設ヶ一家ヲ有スル使用人職工ガ自
治ノ制度ニヨリテ必需品ノ供給ヲ廉価ニテ受ヶ兼ネテ其利益ノ分配ヲ受クルノ仕組ヲ設ヶ今日
迄ノ処ニテハ前途有望ナリ(略〉紡績職工世帯ノ実状ニ照ラシ左ノ設備ヲ為スヲ必要ナリト認
メ(略〉職工が各自ニ世帯ヲ行フハ不利不便此上ナケレバ職工ノ世帯ヲ全然自治制度ニテ引受
ケ彼等ヲシテ世帯ノ苦痛ヨリ全然脱セシムルニ在リ其設備ノー班ヲ申セバ 第一，飯米，茶，
菜類ハー纏メニ仕出シテ各戸ニ分配供給スルノ制度ヲ設グル寸(略〉第二 子供ノ預リ所ヲ設
グル事(略〉第三衣類洗濯縫直シ等一切ヲ引受グルノ仕組ヲ設クル寸(目的第四 職工家族
病院ヲ設グル寸(略〉以上ノ設備総テ成立シ一般ニ世帯向キニ楽ニナレパ強制貯金及共同扶助
ノ設備ヲ設ヶ稼人其者ガ病ニ橋リタル場合ニ扶助スルノ仕組ヲ設ヶ度之レニハ会社モ大ニ補助
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シテ彼等ヲシテ全ク安心シテ専心共稼ヲ為シ得ル様致度(略)其結果会社モ職工モ共ニ利益ス
ル様相運ヒ度熱望致候」と述べられている。長文の引用となったが，ここには今後武藤が考え
ている労務管理策がいくつか表明されている。まず食事の仕出し所，託児所，衣類の洗濯・縫
直し所，家族病院の設置であり，その後強制貯金制度や職工の共同扶助の設備の開始を計画し
ていることがわかる。これらの目的は「全ク安心シテ専心共稼ヲ為シ得ル様」することで、あっ
た。これが最終的な目的の一つであるならば兵庫支店での従業員が日常品を廉価に購入でき，
文組合の利益の配分を受け得る購買組合設置はその第一歩とでもいえよう。
この購買組合はその後東京本店や中島支店にも設置された。
問幼児保育舎開設(兵庫支店)
「鐘紡の汽笛」第37号 (36年 9 月 8 日)によれば幼児保育舎制度は但)において前述した託児
所を実現したものであることが述べられている。
保育舎の場所は兵庫支店の社宅を利用。収容者は晴乳中の嬰児と幼児の26人であった。
なお前述の武藤今後計画している設備として食事の仕出しについては36年 8 月初より実施さ
れ社宅居住者には好評であると 36年 8 月 13 日付回章は述べている。また強制貯金についても37
年 2 月 19日付回章によれば各店共実施に向って行動するよう指示している。なお兵庫支店では
保信金を 2 倍にして37年 3 月より実施する計画といわれていた。
回男工採用規定制定(兵庫支店)
36年10月 9 日付回章によれば兵庫支店では無経験の男工を採用する場合に彼らを永年勤続さ
せるため日給の他に出勤日数に応じて 1 日 10銭を積立て満 1 ヶ年勤務の後引続いて勤続する者
に限って支給するという勤続奨励策を制定した。
(凶共済組合設立の計画発表
これは凶において前述した「稼人其者ガ病ニ羅リタル場合ニ扶助スル仕組」を実現するため
のものであった。
37年 5 月 6 日付回章によればクルップ社を模範として病災基金組合と名付けた。つまり疾病，
負傷と死亡時の救済を目的とし，会社の全従業員が加入の上それぞれの月給又は日給月額の
100 分の 2 を保険料として払込むものであった。これが最初の案であった。
その後37年10月 31 日付回章によればこの病災基金組合に年金基金を組み入れて欲しいとの要
望が出されたため新たに考えられた病災及年金基金組合案が提示された。この基金の目的は病
災，老衰，負傷時の救済と年金支給であった。そのため保険料は 100 分の 3 となった。これが
つぎの案であった。
そして鐘紡共済組合案が第 3 の案として38年 5 月 8 日付回章で提示された。これが最終案と
なり 38年 6 月 1 日より実施されることになったが定款案の変遷を示した表 2 にみられるように
回章での定款案と実際の定款とは一部異なっていた。それは組合員たる従業員が毎月払込んだ
保険料の返還についての規定であった。回章の案では中途退社の場合これまで一度も救済を受
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表 2 共済組合定款案の変遷
名 称| 鐘紡共済組合(案〉 鐘紡共済組合(確定〉
会社との関係|会社の保護監督を受ける |会社の保護監督を受ける
目 的|病災，老衰，負傷時の救済と年金支給 |病災，老衰，負傷時の救済と年金支給
組 メ口』 員|名誉組合員，特別組合員と通常組合員 |名誉組合員，特別組合員と通常組合員
病気救済 欠勤後 4 日目より従来の日給の半額支給 欠勤後 4 日目より従来の日給の半額支給
病院に入院時は上記の給付金は病院に支給 病院に入院時は上記の給付金は病院に支給
支給期間は通常 3 カ月(但し 5 カ年勤続者 支給期間は通常 3 カ月(但し 5 カ年勤続者
には 5 カ月〉 には 5 カ月〉
負傷救済 負傷当日より医療費の全額支給 負傷当日より医療費の全額支給
従来の日給の全額支給 従来の日給の全額支給
死亡救済 葬式料: 15円以内 葬式料: 15円以内
遺族扶助料: 100円以内 遺族扶助料: 100円以内
但し負傷時葬式料: 15，...._，30円 但し負傷時葬式料: 15，...._，30円
遺族扶助料: 100，...._，500円 遺族扶助料: 100，...._，500円
年金救済 在職中支給:男子-10カ年勤続 在職中支給:男子-10カ年勤続
女子-5 カ年勤続 女子一 5 カ年勤続
退職後15カ年支給:男子-15カ年勤続 退職後15カ年支給:男子一15カ年勤続
女子ー10カ年勤続 女子-10カ年勤続
年金額:男子当時の給料の100分の 15 年金額:男子当時の給料の100分の15
女子当時の給料の100分の 10 女子当時の給料の100分の 10
加給:勤続 1 年毎に100分の l 加給:勤続 1 年毎に100分の 1
その他の救済|一家の家計が非常に困難な時 |一家の家計が非常に困難な時
保 険 料|月給または日給月額の100分の 3 |月給または日給月額の附の 3
役員の待遇|無給 |無給
保険料の保管|会社に預入(利子は 8 朱〉 |会社に預入〈利子は 8 朱〉
保険料の返還 中途脱退時に未救済ならば 契約年限勤務し未救済ならば
払込み保険料の 3 分の l 以内を返還 払込み保険料の全額を返還
3 カ年勤続の男子で、家督相続のため中途脱 3 カ年勤続の男子で家督相続のため中途脱
退の場合払込み保険料の幾分を返還 退の場合払込み保険料の幾分を返還
資 料|明治38年 5 月 8 日付回章 |鐘紡共済組合定款(明治38年 6 月〉
けなかった時は保険料累額の 1/3 の返還であったのが 6 月 1 日より実施の定款ではこのような
場合には全額返還となった。この事は従業員とくに職工にとってはありがたいことであった。
また永年在職者にとって不利とならないように年金も在職中から支給されるようになると共
に退社後も年金が支給された。
なお過去に退社した人で、も勤続年数計算上の特例により再入社し一定期間勤続すれば共済組
合の特典を受けることができたので，会社ではこの共済組合の大要を退社した人に送付し再入
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社を勧誘したことが38年 6 月 15日付回章により知ることができる。
(15) 特選職工制度内規制定(熊本支店)
37年 9 月 13 日付回章によれば熊本支店のいう特選職工とは職工中技何卓越した者を選定し工
務係代理として部下の職工を指揮監督させる。そして特選職工は休憩時には他の一般職工とは
別に工務員事務員と一緒に事務所にて過ごすことができた。
なお特選工は工務係が選定し工場長が任命することになっており，特選工がそれにふさわし
くないとなれば降格した。
これはその後中島支店でも実行された。
(16) 職工の幸福増進係設置
38年 2 月 20日付回章によれば「近来紛績業も順境に復し来たれるが故此際偶々当社に従事す
る職工(略〉の幸福を増進するの設備を漸次完成せんと期す(略)会社は営利を目的とするも
のなれば純粋なる慈善を行ふを得ずと雄も職工の幸福を増進し会社の為になる設備は思ひ切っ
て実行せんとす。依って米国の最も進歩せる工場の例に習ひままに営業部に Welfare Departｭ
ment (職工幸福増進係)を設け(略)順次其成功を期せんと期す」とあり，そのための策と
して当面は社宅の建設と社宅内の整備を進めると述べている。また各店にてはこの趣旨に適し
た方策を検討するようにと指示した。
また23日付回章で職工幸福増進基金を創設し，増進事業の原資本とすることも併せて通達し
ている。
(17) 幼稚舎設置(兵庫支店〉
38年 2 月 21 日付回章によれば20日付回章で指示のあった各店で、の幸福増進策として兵庫支店
が報告してきたものである。これについて兵庫支店工場長の報告によれば同店では既に幼稚舎
を開設していた。開設した理由は神戸で、は幼稚園の数が少なく又工場社宅の場所が市街地にあ
り加えて生計上の問題より社宅の一部を改造して設置した。設置の目的は夜業後の職工の休養
であり又幼児の保育であった。収容児は満 3 才以上満 6 才以下であり保育時聞は午前 9 時~午
後 2 時，費用は一切無料で会社負担であった。
なお，前述の幽の保育舎との関係については資料不足のためよくわからない。
その後武藤は38年 3 月 10付回章により各店に対し幼稚園設置を実行し，その費用は職工幸福
増進基金より支出するようにと指示した。
(18) 職工学校開校(営業部)
鐘紡において熟諌のための職工養成や技術向上のための教育制度としては， 35年頃から行わ
れていた幼年職工養成規則があった。
この規則によれば幼年職工の養成の目的は模範となる善良な男工を養成するためであった。
これに応募できるのは体格検査に合格した小学校卒業した満13才以上満16才以下の男子で将来
(15) ~同業聯合会月報』第115号， 35年 4 月， 36""""37ベージ。
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とも紡績職工となる者であった。修学期間は 3 カ年で費用は一切会社負担であった。しかし修
学終了後は鐘紡の職工として満 3 カ年間勤務しなければならなかった。
これ以外の同様な教育制度としては職工学校があった。 38年 5 月 1 日付回章によれば，最初
37年 9 月に兵庫支店に開校されたが，その後これを営業部が引き継いだものであった。
営業部にて開校する目的は「近来各店ヨリ首席工男若クハ其他上級職工欠員セリトテ其補充
ニ関シ営業部ニ申出デラル、向モ有之(略)各店ニ於テハ夫々業務ニ忙ハシク是等補充ノ職工
ヲ養成スルノ余地ナシ故ニ小生ハ営業部ニ於テ営業部ノ費用ニテ自ラ之レヲ為スノ肝要ナルヲ
悟」ったためとしている。
開校の目的は前述のように上級職工の養成であった。入学できるのは高等小学校卒業の満
15， 6才の男子であった。修学は 1 カ年間で実地と学科を修学し卒業後は本人の技偏により処遇
され上級職工として 3年間は勤務しなければならなかった。また卒業後 5年聞は同業他社への
就職は出来なかった。なお費用は一切無料で会社負担であった。
IV 鐘紡の労務管理の特徴一一おわりにかえて
これまで鐘紡の労務管理策についてみてきたが最後にその特徴について検討しよう。
まず第 1 に，同社の労務管理策は明らかに武藤が唯一の支配人となった33年 2 月以後とくに
35年後半以後多く計画実施されているという特徴がある。
この理由として考えられるのは，前述したように35年10月に同業聯合会の目的と名称が変化
し，それに伴い武藤が紡績業の将来をより競争激化の時代だと判断したことであろう。
このことは35年10月 1 日付の回章にもみられる。すなわち「特ニ各店ノ注意ヲ促シ度臨時間
業聯合会ニ於テ輸出奨励案ハ廃絶ニ決セリノ一事ナリ此事タル単ニ該案ノ廃止ニ止マラズ今後
同業者ノ事柄ハ何事ニ拘ラズ歩調ヲーニシ円満ニ共同一致ノ実ヲ挙グルコト能ハザルベグ結局
各社単独ニ生存競争ノ止ムヲ得ザノレコト、相成候ニ就テハ今後(略〉工場ノ整理及製品ノ改良
ノ二点ヲ以テ競争ノ標準トナサマルベカラズ」と述べていることからもよく分かる。
更に35年11月 21 日付回章ではこのような競争に勝利するためには器械とこれを扱う人に注意
し，職工労働力ノ増加を図るために今まで以上に考究すべきことを述べている。
すなわち「生存競争一層大仕掛トナノレヲ免カレザ、ノレベシ此間ニ介在シ最後ノ勝利ヲ博セント
セパ其元ニ注意セザルベカラズ其元トハ即チ器械ト之ヲ扱フ人々ノコトヲ云フモノナリ職工労
働力ノ増加ニ付テハ日々諸氏ト共ニ考究ヲ怠ラザルトコロ次第ニ其効モ現ハシ来レリ」と述べ
てし、る。
これらによってもこの時期以後，武藤が職工の労務管理に努力していった理由の一端がわか
るであろう。
なお38年には前述したように共済組合や職工幸福増進係設置と同基金創設により，より一層
職工の幸福を増進して行くと言っているが，これはつぎの回章にみられるような事情からだと
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もいえよう。
すなわち38年 8 月 1 日の親展回章によれば「此度戦争ノ結果ハ(略)賃銀ノ上騰ヲ来スベキ
ハ明白ノ事柄ニ御座候小生ガ過般来殊ニ鋭意職工ノ待遇ニ力ヲ尽スハ此賃金ノ騰貴ニ待遇ノ改
良ヲ以テ一時対抗致シ度キ考ナルガ故」と述べ，賃金上昇という恒常的に経営成績に多大の影
響を与へる現象を一時的にしろ回避し，待遇改善という現象による出費により短期間とはいえ
営業成績の悪化を予防したと考えられよう。
つぎに第 2 の特徴としては，労務管理の目的については前掲表 1 に示されているが，勤続と
熟練を目的としたものが多いということである。
これはどうしてなのであろうか。
これについて武藤は何も語っていないが，武藤のこの時期の経営目的を良品生産による利益
増加と仮定して以下少し述べてみたい。
図 1 が鐘紡の労務管理の概念を表わしたものである。
図 1 鐘紡の労務管理の概念図 これによるとまず勤続により熟練を高めること
が第 1 であり，これにより直接・間接に労働力の
増進(生産性の向上か)と技術が養成される。そ
うするとこれにより品質の良い製品が生産される。
この良品は価格が高くなるので利益も増加する。
そしてこの増加した利益の一部は恒常的出費とな
る賃金と非恒常的出費である労務管理への出費と
に流れる。そうするとこの賃金と労務管理への出
費とに刺激されて勤続とそれによる熟練がより一
段と増進するという様に考えられよう。
それでは最後にこのような労務管理策の実施を職工はどのように受けとめていたのであろう
か。それを検証する充分な資料とはいえないが，勤続年数と職工募集に際しての評判から，そ
の一端をうかがってみたい。
まず勤続年数であるが， 35年 6 月の同業聯合会総会での武藤の発言によれば，鐘紡では平均
1. 5 年であった。その後43年 3 月 7 日付回章によれば42年12月末で平均 2.1 年であった。 これ
を単純に比較すれば 0.6 年増加している。しかしこれには色々な要因が影響するため単なる目
安として考えねばいけないが，労務管理によることも一因と考えられよう。
また職工募集時の募集地の評判については40年 4 月 8 日付回章によれば，大分県地方から働
きに来る人達は短期間に高収入を得る目的で働くため，共済組合の保険料のような出費は彼女
らにとって大きな負担となり嫌われたとある。
つまり共済組合のように永年勤続者にとって有利なものも短期勤続を目的とする人にとって
(16) 同業聯合会編刊『臨時総会議事録~ 35年 6 月，ページ付なし。
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は大きな負担となるのである。
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